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対策０
（＋３％）

対策Ⅰ
（▲７％）

対策Ⅱ（▲15％） 対策Ⅲ（▲25％）

太陽光
発電(注)

累積
導入量
(削減量)

600万kW
( - ）

1,400万kW
（▲500万t）

3,700万kW
（▲2,000万t）

7,900万kW
（▲4,500万t）

主要な
政策メニュー

を含 投資回 年数 年）
固定価格買取制度（補助金
を含め投資回収年数15年）

固定価格買取制度導入
（投資回収年数10年、2011年時点での買取価格を55円/kWh程度として全量買取）

余剰電力買取メニュー

新築住宅及び一定規模以上の既築住宅
への導入義務化

導入補助金制度

主要な対策技術の削減効果と政策強度主要な対策技術の削減効果と政策強度

次世代
自動車

累積
導入量
(削減量)

60万台
（▲0万t）

1,210万台
（▲600万t）

1,360万台
（▲1,140万t）

2,170万台
（▲2,130万t）

主要な
政策メニュー

省エネ
住宅

累積
導入率
(削減量)

新築70％
（▲100万t）

新築80％
（▲110万t）

新築100％
＋既築改修を年間50万戸

（▲250万t）

新築100％
＋既築改修を年間250万戸

（▲880万t）

の導入義務化

トップランナー基準の強化

販売される新車の加重平均燃費を次
世代自動車と同等とする規制の導入

低公害車・低燃費車への税制優遇

トップランナー基準

税制優遇、補助金の強化、CO2排出に応じた重課・軽課など
（投資回収年数３年）

税制優遇制度 税制優遇・補助金制度の強化（投資回収年数10年）

住宅 主要な
政策メニュー

高効率
給湯器

累積
導入量
(削減量)

900万台
（▲180万t）

2,800万台
（▲670万t）

3,900万台
（▲1,200万t）

4,400万台
（▲1,300万t）

主要な
政策メニュー

次世代省エネ基準の強化（新次世代基準）

既築住宅における2020年までの改修義務化

新築販売における次世代省エネ基準（H11年基準）の義務化

税制優遇制度

次世代省エネ基準（H11年基準）

税制優遇 補助金制度の強化（投資回収年数10年）

省エネ性能に応じた既築住宅への重課・軽課

既築住宅における2020年までの高効率
給湯器導入義務化

トップランナー基準の強化（効率の悪い電気給湯器等の原則廃止）

税制優遇・補助金制度の強化（投資回収年数３年）

17

補助金制度

トップランナー基準

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tikyuu/kaisai/dai06tyuuki/siryou2/4_1.pdf
地球温暖化問題に関する懇談会 中期目標検討委員会（第６回）資料２－４①(p.6)

中期目標中期目標

中期目標検討会の検討資料・議事録は、以下から入手可能。

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tikyuu/kaisai/index.html
6つの選択肢から、中期目標として選択肢③（1990年比7%削
減）に近い「2005年比15%削減（1990年比8%削減）」が選定。

環境研がとりまとめた「中期目標の見方」は以下からDL可能。

http://www-iam.nies.go.jp/aim/prov/middle_report.htm
– 本来なら順に以下の4つの視点が必要だが、3の一部と4のみが分

析対象とされている。

1. 長期的な地球温暖化の被害をいかに食い止めるか？

2 長期を見据え 温室効果ガス排出量をどの水準にまで削減するか？2. 長期を見据え、温室効果ガス排出量をどの水準にまで削減するか？

3. 温室効果ガスの削減にあたってどのように衡平に分担するか？

4. 温室効果ガス削減による経済的な影響をいかに抑えるか？

過去のトレンド延長での社会像での温暖化対策の限界が改めて
浮き彫りに。低炭素社会をどのように構築するか？

1818
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緑の経済と社会の変革（グリーンニューディール）の緑の経済と社会の変革（グリーンニューディール）の
効果効果

• 対策Ⅱ（選択肢③：1990年比7%減）の社会において、

グリーンニューディールとして、次世代自動車の普及、
太陽光発電の導入を対策Ⅲ（選択肢⑤：1990年比太陽光発電の導入を対策Ⅲ（選択肢⑤：1990年比
25%減）の水準まで行う※ことで、

① 二酸化炭素排出量の削減が促進されることから炭
素削減のキャパシティが向上し、経済活動の活性化
が図られる。

② 追加投資は当該部門の活動を引き上げ、それに伴
う誘発的な効果も加わって経済活動が活発になるう誘発的な効果も加わって経済活動が活発になる。

今回の想定では、2020年の対策ⅡのGDPは0.5%
押し上げられる結果となった。

19

※ 次世代自動車（ストック）：1360万台（対策Ⅱ） →2170万台（対策Ⅲ）
太陽光発電：3700万kW（対策Ⅱ）→7900万kW （対策Ⅲ）

緑の経済と社会の変革（グリーンニューディール）緑の経済と社会の変革（グリーンニューディール）

景気対策としての追加投資を、温暖化対策に資するものについて行う。

(1) 基準：対策Ⅱ（15%削減ケース）

(2) 試算方法
これまでに示してきた15%削減ケース（対策Ⅱ）を対象に、次世代自動車及び太陽光発電の普及を削減ケ （対策 ）を対象 、次世代自動車及 太陽光発電 普及を
さらに加速させる場合（25%削減ケース（対策Ⅲ）で想定されている対策の導入）を想定し、経済モ
デルを用いて感度解析的に分析する。

資金は家計より調達し、該当分野への追加投資を行う。

(3) 投資対象：以下の対策について、対策Ⅲの導入量を設定する。

① 太陽光発電：3700万kW（対策Ⅱ）→7900万kW （対策Ⅲ）

② 次世代自動車（ストック）：1360万台（対策Ⅱ） →2170万台（対
策Ⅲ）

(4) 期待される効果(4) 期待される効果

① 投資対象の活動の増加及びそれらの誘発効果

② CO2削減に寄与することによる制約条件の緩和（次世代自動車、太陽光発電の更なる普
及による省エネ、再生可能電力供給の実現）

20

中期目標検討会で用いた経済モデル（応用一般均衡モデル）の枠組みは、技術や行動規範等は前提であり、通
常の経済分析に基づいた手法では、「緑の経済と社会の変革（グリーンニューディール）」や低炭素社会の実現に
必要な社会・経済の大きな構造変化を十分に評価できない。グリーンニューディールで提案されるような大胆な施
策を表現するために、経済モデルによる将来推計の前提条件そのものを変更している。
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緑の経済と社会の変革（グリーンニューディール）の緑の経済と社会の変革（グリーンニューディール）の
効果効果

15%削減ケースの
2020年のGDPを
0 5%押し上げる

対象となる活動は
追加策により粗生
産が増大する

関連産業の粗生
産も増大する

温暖化対策により
15%削減のポテン
シャルが向上
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環境対策と経済活性化のイメージ環境対策と経済活性化のイメージ

グリーンニューディールにより、
・ 環境-経済のフロンティアの拡張
・ 景気対策
の効果により、環境保全と経済成長を両立

対策ケースで示した社会の姿。

なりゆきケースと比較すると経済はマイ
ナスだが、活動量は現状より大きくなる

環境水準

環境に配慮しないなりゆきケース

2008年
「グリーンニューディー
ル」が実現した社会の姿

目標とする環境水準
（排出目標）

技術進歩がなければ目標
達成のためにここまで活動
を調整しなければならない

グリーンニューディー
ルにより環境保全が

22

経済活動

環境に配慮しないなりゆきケ ス
（排出目標がない場合）

2020年の
環境保全技術が
普及している場合の
フロンティア

2020年の環境保全技術が
普及していない場合のフロンティア

現状のフロンティア

ルにより環境保全が
さらに進む場合のフ
ロンティア
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将来像を描いた文献、研究将来像を描いた文献、研究

経済財政諮問会議(2005) 日本21世紀ビジョン
http://www.keizai-shimon.go.jp/special/vision/index.html
経済産業省(2006) 新経済成長戦略( )
http://www.meti.go.jp/press/20060609004/20060609004.html
環境省(2007) 超長期ビジョン
http://www.env.go.jp/policy/info/ult_vision/
環境省地球環境研究総合推進費S3(2008) 脱温暖化2050プロ

ジェクト
http://2050.nies.go.jp/material/2050_LCS_Scenario_Japanes
e_080715.pdf
資源エネルギー庁(2008) 長期エネルギー需給見通し
http://www.enecho.meti.go.jp/topics/080523.htm
中期目標検討委員会(2009) 温室効果ガス排出量の中期目標

の選択肢における社会像
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tikyuu/kaisai/index.html

23

参考参考文献（その他）文献（その他）

Nakicenovic and Swart eds. (2000) Emissions Scenarios, Cambridge 
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IPCC (2001) Climate Change 2001, Cambridge University Press 
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Alcamo (2001) Scenarios as tools for international environmental 
assessments; European Environment Agency http://www.pik-
potsdam.de/avec/peyresq2003/talks/0918/leemans/ background_literature/alcamo-
scenarios_eea.pdf

松岡譲・高橋潔・原沢英夫(2001) 地球環境問題へのシナリオアプローチ, 
土木学会論文集, No.678, VII-19, pp.1-11.

Kemp-Benedict, Heaps, Raskin (2002) Global Scenario Group 
Futures: Technical Notes, PoleStar Series Report no. 9
http://www.tellus.org/seib/publications/GSGFutures PS9.pdfp g p _ p

IPCC (2007) Climate Change 2007, Cambridge University Press 
http://www.ipcc.ch/ipccreports/assessments-reports.htm

増井利彦・肱岡靖明・金森有子・原沢英夫(2007) 環境シナリオ・ビジョン
およびその作成方法のレビューと2050年の社会・環境像, 第35回環境
システム研究論文発表会講演集, pp.277-285.

AIMプロジェクトホームページ http://www-iam.nies.go.jp/aim/index_ja.htm

24
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（付録）低炭素社会の構築に向けたシナリオアプローチ（付録）低炭素社会の構築に向けたシナリオアプローチ

2050年からのバックキャスティング
明確な目標の設定

– フォアキャストからの対策（現状の対策の積み上げ）では、低炭素社会に到達する
には不十分。
低炭素社会の到達には 劇的な社会の変化が求められる– 低炭素社会の到達には、劇的な社会の変化が求められる。

低炭素社会の達成には、できるだけ長期の準備期間が必要
– 目標達成に必要なCO2削減容量を確保しなければならない。
– 準備期間が長ければ、様々な対策を検討することが可能となる。
– 対策も設備の置き換え時に導入することが可能となり、無理なく対策を導入できる。
– 社会インフラの改善やCO2削減に寄与する技術の生産を拡大することが可能とな

る。
– 研究開発投資による成果も期待できる。

→ 2050年までの期間を賢く利用することで、2050年に1990年の炭素排出量から
70%削減する低炭素社会を実現することは可能である。
ただし 実現にはあらゆる対策を導入する必要があるただし、実現にはあらゆる対策を導入する必要がある。

例 エネルギー需要と供給、産業構造、インフラ整備、ＩＴの活用等

低炭素社会シナリオの詳しい説明は、以下のホームページを参照して下さい。
http://2050.nies.go.jp/material/2050_LCS_Scenario_Japanese_080715.pdf

25

わが国のこれまでの経緯わが国のこれまでの経緯(1)(1)
経済活動経済活動 人口人口 エネルギーエネルギー CO2CO2

500000

600000

100000

200000

300000

400000

1990年炭素排出量比60%削減

出典：エネルギー経済・統計要覧 (EDMC) 26
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わが国のこれまでの経緯わが国のこれまでの経緯(2)(2) 一次産業一次産業
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出典：食料自給表、作物統計調査、木材流通調査 27

0
1900 1925 1950 1975 2000 2025 2050

穀物自給率 % 供給熱量自給率 %

耕地面積 10万ha 素材生産量 100万m3

わが国のこれまでの経緯わが国のこれまでの経緯(3)(3) 運輸運輸
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出典：自動車輸送統計調査、鉄道輸送統計調査 28

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

旅客バス 10億人キロメートル 旅客乗用車 10億人キロメートル

旅客鉄道 10億人キロメートル 貨物自動車 10億トンキロメートル

貨物鉄道 10億トンキロメートル
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低炭素社会の到達に必要な目標

l
)

全球平均気温を産業革命前と比較して 2oC以下に抑えるには、世界
の温室効果ガス排出量を2050年までに1990年比半減させなければな
らない。
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先進国の排出削減目標は、より厳しくなる。
日本において、大幅なCO2排出量の削減は可能か？

低炭素社会を描く基礎となる2つの社会像

Scenario A Scenario B
活力、成長志向 ゆとり、足を知る

都市型／個人を大事に 分散型／コミュニティ重視

集中生産・リサイクル

技術によるブレークスルー

地産地消費、必要な分の生産・消
費

もったいない

より便利で快適な社会を目指す 社会・文化的価値を尊ぶ

ＧＤＰは１人あたり年平均２％成長 ＧＤＰは１人あたり年平均１％成長

農林水産物の輸入依存度の増加 農林水産業の復権

30

グローバル化による生産拠点の海
外移転

地域ブランドによる多品種少量生産

市場の規制緩和が進展 適度に規制された市場ルールが浸
透

http://2050.nies.go.jp/material/2050_LCS_Scenario_Japanese_080715.pdf
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低炭素社会の構築に重要となる対策技術

部門 主要な対策技術リスト

民生部門

高効率ヒートポンプエアコン，高効率電気給湯器，高効率ガス給湯器，高効
率石油給湯器，太陽熱給湯器，高効率ガスこんろ，高効率電気調理器，高効
率照明 高効率映像機器 高効率冷蔵庫 高効率搬送動力 ガスヒートポン民生部門 率照明，高効率映像機器，高効率冷蔵庫，高効率搬送動力，ガスヒ トポン
プ，燃料電池ヒートポンプ，太陽光発電， BEMS，高断熱住宅，エコライフ
ナビゲーションシステム，電子新聞・電子雑誌など

運輸部門

高効率レシプロエンジン自動車，ハイブリッドエンジン自動車，バイオアル
コール自動車，電気自動車，プラグインハイブリッド自動車，天然ガス自動
車，燃料電池自動車，自動車車両の軽量化, 自動車車両の空気抵抗低減，低

転がりタイヤ，高効率鉄道，高効率船舶，高効率航空機，高度道路交通シス
テム，リアルタイム＆セキュリティ交通システム, サプライチェーンマネジ
メント，バーチャルコミュニケーションシステムなど

高効率ボイラ，高効率工業炉，高効率モーター，高効率自家発電装置，次世

31

産業部門 代コークス炉，廃プラスティック原燃料化，エコセメント，接触分解プロセ
ス，メタンカップリング，嵩高紙，黒液ガス化発電など

エネルギー

転換部門

高効率石炭火力発電（石炭ガス化複合，アドバンスト加圧流動床，バイオマ
ス混焼など），高効率天然ガス火力発電，高効率バイオマス火力発電，風力
発電（陸上・洋上），原子力発電，水力発電，副生水素，天然ガス改質水素
製造，バイオマス改質水素製造，電気分解水素製造，水素ステーション，水
素パイプライン，水素タンクローリー，CCS（炭素隔離貯留）など

2050年における部門別生産
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2050年のCO2排出量を1990年比70%削減する
エネルギーシステム

33

2050年シナリオAのCO2排出量について
1990年比70%削減を実現する対策オプション

34図中の数字は炭素削減量（炭素換算100万トン）
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2050年シナリオBのCO2排出量について
1990年比70%削減を実現する対策オプション

35図中の数字は炭素削減量（炭素換算100万トン）

低炭素社会実現に必要な費用の試算

シナリオA シナリオB

年間直接費用 9兆円 ～ 9兆9千億円 7兆円 ～ 7兆9千億円

(GDP比 %) (0.83%) (0.90%) (1.01%) (1.12%)

年間追加費用 1兆円 ～ 2兆円 7千億円 ～ 1兆9千億円

36

平均削減費用
(¥/tC) 25,200 ～ 38,900 25,000 ～ 39,900

本表では、温暖化対策以外の目的で導入される対策の費用は除外している。
上記の費用は、対策を提供する部門にとっては収入となることに注意が必要である。
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2050年低炭素社会における
家庭のイメージ

高効率照明
【白熱灯→蛍光灯→インバー

タ蛍光灯→LED照明等】

太陽光発電 エコライフ実践のた
めの環境教育3400-6900万kW

（日本の屋根の25%～47%に普
及（現在は1%程度））

屋上緑化

環境負荷表示システム

(家電･自動車 標準装備) 暖房需要60％削減
100%普及

成績係数（COP）＝8

超高効率エアコン

太陽熱温水器

普及率 20～60%
（現在は8%程度）

燃料電池コジェネ

高断熱住宅

効率100%増加
100%普及

37

：高効率技術

：新エネ・水素

：インフラ

：エコライフスタイル

成績係数（COP） 8, 
100%普及
（注）成績係数とは消費電力1kW
当たりの冷暖房能力(kW)

ヒートポンプ給湯

COP＝5
30～70%普及

燃料電池コジェネ

0～20%普及
（現在は0%程度）

待機電力削減

100%削減, 100%普及

※この他、革新的技術として

•一般廃棄物からのポリ乳酸系プラスチック製造技術

•超高効率太陽光発電（変換効率30%以上）、色素増感太陽電池なども考えられる。

低炭素社会に向けた12の方策

快適さを逃さない住まいと
オフィス

建物の構造を工夫することで光を取り込み暖房・冷房の熱を逃
がさない建築物の設計・普及

民生分野
56～48MtC

トップランナー機器をレンタ
ルする暮らし

レンタルなどで高効率機器の初期費用負担を軽減しモノ離れし
たサービス提供を推進

安心でおいしい旬産旬消 露地で栽培された農産物など旬のものを食べる生活をサポート 産業分野安心でおいしい旬産旬消
型農業

露地で栽培された農産物など旬のものを食べる生活をサポ ト
することで農業経営が低炭素化

産業分野
30～35MtC

森林と共生できる暮らし 建築物や家具・建具などへの木材積極的利用、吸収源確保、長
期林業政策で林業ビジネス進展

人と地球に責任を持つ産
業・ビジネス

消費者の欲しい低炭素型製品・サービスの開発・販売で持続可
能な企業経営を行う

滑らかで無駄のないロジス
ティックス

SCM*1で無駄な生産や在庫を削減し、産業で作られたサービス
を効率的に届ける

運輸分野
44～45MtC

歩いて暮らせる街づくり 商業施設や仕事場に徒歩・自転車・公共交通機関で行きやすい
街づくり

カ ボンミニマム系統電力 再生可能エネ 原子力 CCS併設火力発電所からの低炭素な エネルギ

38

カーボンミニマム系統電力 再生可能エネ、原子力、CCS併設火力発電所からの低炭素な
電気を、電力系統を介して供給

エネルギー
転換分野
95～81MtC太陽と風の地産地消 太陽エネルギー、風力、地熱、バイオマスなどの地域エネル

ギーを最大限に活用
次世代エネルギー供給 水素・バイオ燃料に関する研究開発の推進と供給体制の確立
「見える化」で賢い選択 CO2排出量などを「見える化」して、消費者の経済合理的な低炭

素商品選択をサポートする
横断分野

低炭素社会の担い手づくり 低炭素社会を設計する・実現させる・支える人づくり

http://2050.nies.go.jp/20080522_press/index.htm
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家庭・オフィスの低炭素化を実現するための方策

1. 快適さを逃さない住まいとオフィス

建物の構造を工夫することで光を
取り込み暖房・冷房の熱を逃がさ
ない

2. トップランナー機器をレンタルする暮らし

レンタルなどで高効率機器の初期
費用負担を軽減し モノ離れした

12. 低炭素社会の担い手づくり

低炭素社会構築が安全安心な暮ら
しにつながることを理解し 行動 費用負担を軽減し、モノ離れした

サービス提供の推進

4. 森林と共生できる暮らし

木材を積極的に利用

3.安心でおいしい旬産旬消型農業

生産農家の顔が見える
低炭素農産物を選択

CO2
CO2 CO2CO2
CO2CO2

11. 「見える化」で賢い選択

CO2排出量などを「見え

る化」して、消費者が
経済合理的に低炭素
商品を選択

しにつながることを理解し、行動
に結びつける

10. 次世代エネルギー供給

水素燃料電池で熱と電
気を同時に供給

39

9. 太陽と風の地産地消

地域の太陽エネルギー・
風力エネルギーなどを
積極的に活用する

8. カーボンミニマム系統電力

再生可能エネ、原子力、
CCS併設火力発電の
電気を利用

気を同時に供給

5.人と地球に責任をもつ産業・ビジネス

オフィスの徹底した低炭素空間化
を実践

移動の低炭素化を実現するための方策

7. 歩いて暮らせる街づくり

利用頻度の高い施設が家やオフィスの
近くにある街づくりと、公共交通機
関・高効率自動車の利用

10. 次世代エネルギー供給

水素・バイオ燃料の利用

11. 「見える化」で賢い選択

CO2排出量などを
｢見える化｣して、移動手

CO2
CO2 CO2CO2
CO2CO2

段を賢く選択

9. 太陽と風の地産地消

地域の太陽エネルギー・
風力エネルギー等を積極
的に活用

8. カーボンミニマム系統電力

再生可能エネ、原子力、CCS併
設火力発電の電気を利用

40

6. 滑らかで無駄のないロジスティクス

販売店、倉庫などに必要とするものが無
駄なくすばやく運ばれるようにする

12. 低炭素社会の担い手づくり

歩いて暮らせる街を設計する・積
極的に利用する・支える人づくり 5. 人と地球に責任をもつ産業・ビジネス

需要と供給の同期化による製造－物流･販
売－消費－廃棄での徹底した低炭素化
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低炭素社会を実現するための産業の方策

2. トップランナー機器をレンタルする暮らし

使いやすいトップランナー機器の絶え間
ない開発

5.人と地球に責任をもつ産業・ビジネス

効率的な生産方法で、高付加価値・低炭素
な財・サービスを適切な価格で提供

3 安心でおいしい旬産旬消型農業12 低炭素社会の担い手づくり

9. 太陽と風の地産地消

地域エネルギーを利用して生産し、
余ったエネルギーを地域に提供

3.安心でおいしい旬産旬消型農業

生産に関する情報を消費者に積
極的に開示

8. カーボンミニマム系統電力

再生可能エネ、原子力、CCS併設
火力発電で電気を供給

10. 次世代エネルギー供給

水素・バイオ燃料に関する研究
開発の推進と、供給体制の確立

12. 低炭素社会の担い手づくり

低炭素な産業を作り・支える人材
の育成

4. 森林と共生できる暮らし

徹底した合理化により国産材の
競争力向上

41

1. 快適さを逃さない住まいとオフィス

ゼロカーボン住宅・建築物の研究
開発

11. 「見える化」で賢い選択

積極的な情報開示によって、消費
者の賢い選択を支援する

6. 滑らかで無駄のないロジスティクス

ITによるサプライチェーンの徹底
した管理による無駄な在庫・仕掛
品製造の抑制
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